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水に苦しむインド農業の課題
技術導入による生産性向上を企図

雨不足による干ばつ被害で、農業への打撃が深刻なインド（写真：AP/アフロ）

インドの農地面積は１億7990万ヘクタールあり、世界第2位の規模を誇る。農業は
労働人口の52％が従事し、GDPの16％を占めるインド経済の柱だ。

インドの農業は1970年代の「緑の革命」で大きく伸びた。しかし、GDPに占める
農業の割合は、1980年代から2007年までの間に36％から18％に低下している。こ
れは工業部門やサービス部門が急速に発展したためだ。

インドの農業は非常に大きな問題を抱えている。それはインド経済が今日に至って
もモンスーンという気候条件に大きく依存していることだ。モンスーンが農業生産
量、インフレ、個人消費、最終的には経済成長を決めるといっても過言ではない。

2013年は干ばつに
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モンスーンが例年通りに最適な雨量をもたらせば、インフレは抑制される。ところ
が2013年のモンスーンは過去40年間でもっとも少ない雨しかもたらさず、サトウキ
ビ、米、小麦の生産が振るわず、11月から食料価格が15％以上も高騰した。モンス
ーンが十分な雨をもたらせば、全体的に購買力は高まるが、モンスーンが不調で干ば
つになれば、所得の低下を招き、政府は補助金を出して救済措置をとるなどの負担を
強いられることになる。

雨量が極端に少なかったり、反対に多すぎたりするモンスーンの不調は農業生産に
大きな影響を与え、インドの農業を不安定なものにしている。つまり、インドは果て
しなく悪戦苦闘する輪から逃れられないままなのだ。

旧式の灌漑設備、農業インフラの未整備や貯水意識の欠如、中間業者の存在、
1970年代の「緑の革命」による土地の疲弊、そしてなによりコールドチェーンの未
整備がインドの農業をそうした循環にとどまらせています。農産物の約40％が適切
な貯蔵・輸送設備がないために廃棄されています。これらは農業が抱える問題の一例
でしかありません。

モディ首相はグジャラート州の州首相時代、有料でも安定的な電力を農家に提供
し、広範囲な流域開発による治水を行った。新しい技術も積極的に取り入れ、グジャ
ラート州の農業の生産性を向上させた。

モディ政権は、この成功を今度はインド全体に応用させようとしている。国民の多
くがモディ首相の食糧経済の近代化策がインドの農業を持続可能な成長軌道に乗せる
手腕に注目している。政府は、灌漑事業を含めた農業開発支援や農村金融の拡大、農
民に対する技術指導、ITを活用した新市場開発などの支援策を公表。今年度予算は農
産物の貯蔵寿命を延ばすために貯蔵庫設置に500億ルピーを割り当てている。

農業振興を強調

９月、ニューデリーで行われた農業調査審議会で、モディ首相は農業振興を目指す
立場を「面積と時間当たりの収穫量の向上」、「水1滴当たりの収量増大」、「土壌
改良などの技術者を増員する」といった発言により、あらためて強調している。

インドは現在、農家から一定価格以上で農作物を買い取って貧困層に配給するとい
った制度を行っている。こうした価格保証は、現在のWTOのルールに抵触するため
に問題となった。なかでも1986～1988年を基準としたWTOの参考価格と政府の買
取り価格の差が、国内の食糧総額の10％を超えないとする取り決めに対する違反
だ。1991年に経済が自由化され、政府が農業部門への支援の多くを打ち切ったこ
と、農業金融政策が不十分であったことなどにより、農民の自殺が多発した。こうし
たインドの農業と農民の問題は世界の食糧危機に大きな影響を与える可能性もある。
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WTOは、農業市場と食糧市場を国際化したほうがインドにとって利益になると分
析している。確かに農業の世界市場への開放は、インドの発展に寄与する一面もあ
る。ただ同時に問題にも直面する。多くのアナリストは「先進国はインドなどの発展
途上国の農産物を買いたたくだろう」と危惧する。発展途上国での価格自由化は、先
進国での農業補助金の停止か削減を伴わなければ、大規模な失業、貧困や飢餓といっ
た深刻な結果を招くというのが通説だ。

インド政府は、先進諸国と100カ国以上の国々が期待していた貿易円滑化協定
（TFA）に調印しない姿勢を明確にしている。インドの食糧安全保障目的の備蓄につ
いての永続的な解決方法が見つからないかぎり、開放政策は危険と判断しているため
だ。

現在のWTOの規定では、食料補助金の上限を穀物生産の総額の10％と定めている
が、算定基準となる価格は20年以上も前のもの。インドは基準年をインフレや為替
変動などさまざまな要素を考慮して、1986～1988年ではなく、基準を現在に近くす
るなど、算定方法の改訂を要求していく方針だ。

食品加工とは、農業・園芸産品に付加価値を与えること。だが、それには選別、等
級付け、包装といった、貯蔵寿命を延ばすための過程も含まれる。食品加工産業は工
業と農業を連携させ、シナジーを生む。インドの食品加工産業は農業経済を大きく盛
り上げ、大規模な食品加工設備やフードチェーンを生み出し、その結果として雇用を
創出するという大きな可能性を秘めており、その意味で世界から成長産業と考えられ
る。

多くの多国籍企業が進出

インドの食品市場は、都市部の若者層が包装された加工食品を好む傾向があること
から、1820億ドル規模と推定されている。

加工食品部門にはすでに多くの多国籍企業が進出しており、農家と直接契約した
り、さらには農業ソリューションといったB2B市場への進出を模索している企業も多
数ある。JICAはインドの農業部門で多くのプロジェクトを実施しており、日本企業
の中にも食品加工部門で利益を出しているところもある。

将来、インドは世界の食料供給基地となることも考えられる。本来、インドの耕作
地は年間を通じてさまざまな野菜や果物を収穫できる気候に恵まれているためだ。日
本企業にとっても大きなビジネスチャンスといえるだろう。
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